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 用語解説 
 

あ行  

アウトソーシング 
民間事業者等の有する事業運営上のノウハウを活用し、区民サービス
の向上をめざす取組。 

アウトリーチ 
「手を伸ばすこと」を意味する英語から派生した言葉で、公的機関や
文化施設などによる地域への出張サービスのこと。 

青色回転灯装備車 
自主防犯パトロールを実施するために青色回転灯を装備した車両。青
色回転灯を装備して防犯パトロールを実施するには警視庁（警視総
監）の証明を要する。 

空家等 

空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第１項に定められた、建
築物又はこれに附属する工作物であって居住その他の使用がなされ
ていないことが常態であるもの及びその敷地（立木その他の土地に定
着するものを含む。）をいう。 

空家等地域貢献 
活用事業 

空家等の公益的な有効活用を目的に、良質な空家等の所有者と利用者
のマッチングを図る事業。 

いきいき健康公園 

まちなかにある身近な公園に健康遊具を設置し、運動や健康づくりの
場として活用できるエリアを整備した公園。区は、それらの公園をつ
ないだルートをいきいき健康公園ウォーキングコースとして展開 
している。 

イノベーション 

「技術の革新にとどまらず、これまでとは全く違った新たな考え方、
仕組みを取り入れて、新たな価値を生み出し、社会的に大きな変化を
起こすこと」など定義は多岐にわたるが、総合計画では地域課題解決
につながる新たな技術等のことをいう。 

ウェルビーイング 
身体的・精神的・社会的によい状態にあることで、短期的な幸福のみ
ならず、将来にわたる持続的な幸福を含むもの。また、個人のみなら
ず、地域、社会が持続的によい状態であることを含む包括的な概念。 

雨水浸透・貯留設備 
雨水を地中に浸透処理させる、もしくは一時的に貯留することで、下
水道や河川に流出する雨水を抑制する施設。 

埋立島部 平和島、東海、昭和島、京浜島、城南島を指す。 

大田区役所エコオフィス 
推進プラン（第６次） 

地球温暖化対策の推進に関する法律にて策定を義務付けられている
「地方公共団体実行計画」の事務事業編。 

温室効果ガス 

太陽光線によって暖められた地表面から放射される赤外線を吸収し
て大気を暖め、一部の熱を再放射して地表面の温度を高める効果を持
つガス（二酸化炭素（CO2）、メタン（CH4）、一酸化二窒素（N2O）、
フロンガス等）。 
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か行  

カーボンハーフ 

温室効果ガス排出量を 50％削減すること。温室効果ガスの排出量と
吸収量を均衡させることによって、排出量を実質ゼロにするカーボン
ニュートラルに向けた中期目標として設定されることが一般的であ
る。区では「大田区脱炭素戦略（令和５年３月策定）」において、令
和 12（2030）年度までに平成 25（2013）年度比でカーボンハーフを
めざすことを定めた。 

外国語教育指導員 
外国語活動における指導の提案や英会話の実演を行う、原則として英
語を母語又は公用語として使用する指導員。 

回遊促進 地域内を渡り歩き移動する・歩き回るといった行動を促すこと。 

かかりつけ医 
健康に関することをなんでも相談できる上、最新の医療情報を熟知し
て、必要な時には専門医、専門医療機関を紹介してくれる、身近で頼
りになる地域医療、保健、福祉を担う総合的な能力を有する医師。 

カスタマーハラスメント 

顧客等からのクレーム・言動のうち、当該クレーム・言動の要求の内
容の妥当性に照らして、当該要求を実現するための手段・態様が社会
通念上不相当なものであって、当該手段・態様により、労働者の就業
環境が害されるもの。 

仮想空間 
インターネット上に構築された三次元の仮想世界。ユーザーがアバタ
ーを通じて自由に活動し、他者と交流することが可能。メタバースと
もいう。 

管理不全空家 
空家等対策の推進に関する特別措置法第 13 条第１項で謳われている、
適切な維持管理が行われていないことによりそのまま放置すれば特定
空家に該当することとなるおそれのある状態にある空家等をいう。 

基幹相談支援センター 
地域における相談支援の中核的な役割を担う機関として、総合的な相
談や対応困難な事例に対する専門的な相談等を行う施設。 

企業の脱炭素化 
企業が気候変動対策の視点を織り込んだ企業経営を行い、温室効果ガ
スの排出を抑止すること。 

基金 
特定の目的のために財産を維持し、資金を積み立て、又は定額の資金
を運用するために設けられるものであり、財源の年度間調整を図る機
能の一つのこと。 

帰宅困難者 

大規模地震の発生により、公共交通機能等が当分の間停止又は低下し
た場合、区内に滞在している外出者のうち、自宅が遠距離にあること
等により、容易に徒歩で帰宅できない人。 
内閣府中央防災会議では、おおまかな定義として、帰宅距離が 10km
以内は全員「帰宅可能」、10km を超えると「帰宅困難者」が現れ、
20km まで 1km ごとに 10％ずつ増加、20km 以上は全員「帰宅困難」
としている。 

喫煙禁止重点対策地区 

「大田区屋外における喫煙マナー等に関する条例」に基づき、公共の
場所において、特に喫煙マナーの徹底を図る必要があると認められ、
指定される地区のこと。喫煙禁止重点対策地区では、歩行中及び自転
車等運転中に限らず喫煙が禁止される。 

キャッシュレス 
現金を使用せず、口座振替やクレジットカード、電子マネー等の利用
により支払いを行う決済方法のこと。 
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旧耐震基準 昭和 56 年５月 31 日まで用いられていた耐震基準。 

狭あい道路 
建築基準法第 42 条第 2 項の規定により指定された幅員４ｍ未満の道
路のこと。 

教科等横断的な学び 
ある教科等の学びを他の教科等の学びで活用したり関連づけたりす
ることで、学びが深まったり、活用できることを実感できたりするよ
うな学びのこと。 

協働 
区民をはじめ自治会・町会、団体・ＮＰＯ、事業者及び区が共通の目
的を持って、相互に自主性を尊重しつつ、それぞれが持つ知識、技術
などの資源を提供しあい、協力して取り組むこと。 

共同化 
総合計画では、複数の宅地を一つの宅地（敷地）にまとめて建物を整
備し、複数の権利者が一体的に建物を利用することをいう。 

協働的な学習 
（協働する学習、 
協働的な学び） 

探究的な学習や体験活動などを通じ、こども同士で、あるいは地域の
方々をはじめ多様な他者と協働しながら行う学びのこと。 

緊急医療救護所 

区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後からおおむね
72 時間までの間、災害拠点病院等病院の敷地内等に開設し、地域医
療関係者と連携してトリアージ（傷病者の状態の重症度や緊急度を判
定して治療の優先度を付けること）と軽症者の治療を行う場所。 

緊急輸送道路 
東京都地域防災計画に定める、高速自動車国道、一般国道及びこれら
を連絡する幹線的な道路並びにこれらの道路と知事が指定する拠点
（指定拠点）とを連絡し、又は指定拠点を相互に連絡する道路のこと。 

グランドデザイン 
めざすべきまちの姿とその実現に向けたまちづくりの方向性と取組
を示したもの。 

グリーンインフラ 
住みやすいまちをつくる社会基盤施設（インフラ）に、海、河川、池、
緑地等の自然環境（グリーン）が有する機能を活用することで、まち
づくりの課題解決につなげる取組。 

グリーン購入 
製品やサービスを購入する際に、環境を考慮して、必要性をよく考え、
環境への負荷ができるだけ少ないものを選んで購入すること。 

グローバル人材 

「語学力・コミュニケーション能力」「主体性・積極性、チャレンジ
精神、協調性・柔軟性、責任感・使命感」「異文化に対する理解と日
本人としてのアイデンティティー」を主な要素とし、このほか、幅広
い教養と深い専門性、課題発見・解決能力、チームワークとリーダー
シップ、公共性・倫理観、メディア・リテラシー等を兼ね備えた人材
のこと。 

経営資源 
継続的・計画的に事業を実施するために必要となる、ヒト・モノ・カ
ネ・情報などの資源。 

軽症者救護所 

区内で震度６弱以上の地震が発生した場合、発災直後からおおむね
72 時間までの間、学校の敷地内等に開設し、地域医療関係者と連携
してトリアージ（傷病者の状態の重症度や緊急度を判定して治療の優
先度を付けること）と軽症者の治療を行う場所。 
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経常収支比率 

人件費、扶助費、公債費等のように容易に縮減できない経常的経費に、
地方税等の経常一般財源等がどの程度充当されているかによって財
政構造の弾力性を測定するものであり、歳入構造と歳出構造をリンク
させた総合的な指標のこと。 

権利擁護支援検討会議 

支援者が権利擁護に関して悩むケースや複雑な課題のあるケースに
対して、専門的な知見と法的根拠を基に多角的な視点で今後の支援方
針や意思決定支援、チーム支援のあり方等を検討し、専門職等から助
言を得ることを目的とした会議。 

広域連携軸 
幹線道路及び鉄道等を骨格とした都市間の連携や交流の促進及び強
化に資する広域交通ネットワーク。 

高規格堤防 

従来の堤防より幅が広く（堤防の高さの 30 倍程度の長さを堤防とし
て整備）、災害発生時において壊滅的な被害を防ぐことができる堤防
のこと。高規格堤防の上には、新たに良好な住環境が形成でき、周辺
住民等の避難場所としての機能を発揮する。 

公共交通不便地域 
大田区では、鉄道駅から 500ｍ以上かつバス停からも 300ｍ以上離れ
ている地域を、公共交通不便地域と設定している。 

公共施設マネジメント 
自治体経営の視点から、公共施設を総合的かつ計画的に管理・運用及
び利活用する仕組みのこと。 

高効率燃料電池 

都市ガスから取り出す水素と大気中の酸素を結合させて発電する定
置型燃料電池で、発電効率を従来より高めた最新機種。次世代エネル
ギーとして期待される水素の利活用の可能性を実証し、太陽光パネル
の設置に制約のある都市部におけるエネルギーの脱炭素化を図ると
ともに、地震に強い都市ガスの導管網を利用することにより地域の災
害対応能力を高める。 

公債費負担比率 
地方債の返済に充てられる経費が、区の一般財源全体に対してどの程
度の割合を占めているかを示す指標のこと。 

公証人手数料 
公証人が公正証書等を作成した際にかかる手数料。金額は政令（公証
人手数料令）によって定められている。 

公正証書 
総合計画では、養育費の支払に関する取決めが記載された、公証人が
作成する公文書をいう。養育費支払の不履行があった際、裁判手続を
経ることなく、直ちに強制執行をすることが可能。 

交通結節点 
異なる交通機関（又は同じ交通機関）が相互に連絡し、乗換えや乗継
ぎができる駅などの場所。 

高度利用 

都市計画又は建築基準法に基づき、道路、公園、広場等の適正な整備
と併せて建築物の容積率又は高さの制限を緩和することにより、土地
をより高度に利用すること。都市部など土地利用が限られる場所で、
土地や建物を最大限に活用するための方法。 

公募設置管理制度 
（Park-PFI） 

都市公園の質の向上や公園利用者の利便性の向上を図る整備・管理手
法として、飲食店・売店等の設置と、そこから生じる収益を活用して
その周辺の園路・広場等の整備・改修等を一体的に行う民間事業者を
公募により選定する制度。民間事業者の資金の活用により、公園管理・
運営に関する行政の財政負担の軽減も期待できる。 
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公民連携ＳＤＧｓ 
プラットフォーム 

企業・団体・大学等の多様な主体が集い、地域課題の共有と解決に向
けたアイデアや行動を議論できる場。 

合理的配慮 

障がいのある人が、障がいのない人と同じように活動することができ
るように、物の形やルールなどを変えたり、支援する人を置いたりす
る行為のこと。「障害を理由とする差別の解消の推進に関する法律」
における「合理的配慮」は、障がいのある人や家族等から、何らかの
配慮を求める意思の表明があった場合において、過重な負担がない範
囲で提供する義務がある。 

高齢者見守り 
キーホルダー 

区内に住民登録がある 65 歳以上の方が、管轄の地域包括支援センタ
ーに申請することで配布されるキーホルダー。申請時に緊急連絡先や
医療情報などを登録することで、有事の際の警察や消防、医療機関か
らの照会に対し、キーホルダーに記載された番号を用いて迅速に情報
提供を行うことができる。 

国際都市おおた 

区では、「世界中の人々が訪れたくなる魅力やおもてなしの心と、誰
もが暮らしやすく平和で豊かな生活、そして羽田空港を通じた世界と
の多彩な連携により生み出される産業や文化のにぎわいを、地域力を
活かして創造する都市」と定義している。 

国際都市おおた宣言 

平成 29 年３月 12 日の大田区制 70 周年記念式典の中で、「国際都市お
おた宣言」を行った。 
（宣言文） 
おもてなしの翼を広げ 世界中の人々を歓迎しよう 暮らしが息づく
多彩な魅力あるまちとして 訪れる人を迎えます 
ふれあいの翼を広げ 多様な文化を分かち合おう 互いの個性を認め
誰もが活躍できる 笑顔あふれるまちをつくります 
みらいの翼を広げ 豊かな明日をともにつくろう おおたが誇る匠の
技が世界の期待に応え 新しい産業をつくります 
大田区は、日本のゲートウェイとして、地域の力を結集し、新たな時
代を切り拓いて、世界にはばたく「国際都市おおた」を宣言する。 

心のバリアフリー 
様々な心身の特性や考え方を持つすべての人々が、相互に理解を深め
ようとコミュニケーションをとり、支えあうこと。 

子育ち こどもが主体的に育つこと。 

子育てひろば公園 
小さなこども（主に未就学児）とその保護者が安心して遊べるように、
乳幼児用遊具コーナーを設置している公園。 

こども施策 
こどもの健やかな成長に対する支援や子育てに伴う喜びを実感でき
る社会の実現のための支援を主な目的とする施策に加え、これらと一
体的に行われる施策を含む、こどもや若者に関する幅広い取組。 

こども食堂 
地域のこどもや保護者が気軽に立ち寄り、栄養バランスの取れた食事
を摂りながら、相互に交流する場を民間団体等が提供する取組。 

こどもの権利 

日本を含む世界 196 の国・地域が締結している「児童の権利に関す
る条約」では、18 歳未満の児童（こども）を権利を持つ主体と位置
付け、大人と同様、一人の人間としての人権を認めるとともに、成長
の過程で特別な保護や配慮が必要なこどもならではの権利も定めて
いる。４つの大切な考え方として、①差別の禁止、②こどもの最善の
利益、③命を守られ成長できること、④こどもの意見の尊重、がある。 
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こども（・若者）の 
最善の利益 

こども・若者にとって最もよいこと。 

  

さ行  

サーキュラーエコノミー 

製品、素材、資源の価値を可能な限り長く保全・維持し、生産と消費
における資源の効率的な利用を促進することによって資源利用に伴
う環境影響を低減し、廃棄物の発生及び有害物質の環境中への放出を
最小限にする経済システムのこと。 

再エネ電力 

太陽光、水力、風力、バイオマス等の CO2 を排出しない再生可能エネ
ルギーによって発電された環境性の高い電力のこと。再エネ電力を取
り扱う電力会社が提供する再エネメニューを契約することによって、
CO2 排出量削減に貢献することができる。 

災害ケースマネジメント 

被災者一人ひとりの被災状況や生活状況の課題等を個別の相談等に
より把握した上で、必要に応じ専門的な能力を持つ関係者と連携しな
がら、当該課題等の解消に向けて継続的に支援することにより、被災
者の自立・生活再建が進むようにマネジメントする取組。 

災害廃棄物処理計画 

地震や集中豪雨等の大規模な災害により発生する膨大な災害廃棄物
について、適正かつ円滑・迅速に処理し、公衆衛生と環境保全を確保
するための基本方針を定め、必要な初動・応急対応、復旧・復興対応、
組織・連携体制等をまとめた計画。 

再生可能エネルギー 
自然界の中から繰り返し取り出すことのできるエネルギー（自然エネ
ルギー）のこと。石油、石炭などの化石エネルギーと異なり CO2（二
酸化炭素）を排出しないクリーンなエネルギー。 

在宅避難者 

単に災害時に自宅等で生活を行っている人を広く指すものではなく、
災害によるガスや水道といったインフラの途絶や物流網の途絶、家屋
への被害等のため、自らの備蓄を利用し、或いは何らかの支援を受け
て避難生活を送る人。 

債務名義化 
養育費を請求する権利を定めた強制執行認諾付公正証書、調停調書、
審判書、判決書、和解調書等の公文書を作成すること。 

参加支援 本人や世帯の状態に寄り添い、社会とのつながりを段階的に回復する支援。 

産業集積 
一つ、あるいは複数の産業に携わる企業群が地理的に集積して、一つ
の産業構造を形づくること。 

自己肯定感 
自分をかけがえのない存在として感じ、自分を大切にし、自分らしさ
を力強く実現していこうとする態度や考え方。 

次世代クリーン 
エネルギー 

有限な資源である化石燃料に代わり、CO2 排出量が少ない、または CO２

を排出しない新しいエネルギーのこと。再生可能エネルギーや将来的に
社会実装が期待される水素エネルギー等を含む。 

次世代交通モデル 先端テクノロジーを活用した進化型の移動手段を活用したモデル。 

次世代モビリティ 自動運転に代表される先端テクノロジーを活用した進化型の移動手段。 

自治会・町会 
住民が住んでいるその土地（地域）を仲立ちとして近隣関係にある住
民が、お互いの助けあいと協力のもと住みよい環境をつくることを目
的とし、自主的に結成する組織。 
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自治会連合会 
各自治会・町会の自主性を尊重し、相互の連絡調整や協力を図ること
を目的に設置された組織。区内には「大田区自治会連合会」と、18 地
区でそれぞれ組織する「地区自治会連合会」がある。 

自治体経営 
自治の権能を与えられた公の団体について、持てる資源を効果的・効
率的に配分し、活動を持続させること。 

自治体ＤＸ 
行政手続のデジタル化や行政内部のデータ連携などを通じて、住民の
利便性向上と業務効率化を図るもの。 

指定管理者制度 

公共的団体に限らず民間事業者やＮＰＯ法人なども、地方自治体の指
定を受けて「公の施設」の管理を行うことができる制度。施設の運営
に民間の保有する多様な人材やノウハウを活用することで、区民サー
ビスの向上と効率的な運営を図ることを目的としている。 

シティプロモーション 

区の直面している現状や課題を踏まえて地域ブランドを捉え直し、内
外にまちの魅力を発信することで、区のイメージや価値を高め、人や
モノなどを呼び込み、地域経済の活性化や住民協働の醸成などにつな
げる活動。広報活動やＰＲ活動を行うことなどがその内容である。 

自転車ネットワーク 
のミッシングリンク 

自転車ネットワーク計画路線のうち、未整備区間によりネットワーク
が途切れ、連続性が確保されていない箇所のこと。 

児童館構想 

令和５年 12 月に閣議決定された「こどもの居場所づくりに関する指
針」等や区のこどもの居場所を取り巻く現状と課題を踏まえながら、
今後の児童館のめざすべき姿と具体的な取組の方向性を示すものと
して、令和６年度末に策定した区の個別計画。 

児童虐待 
保護者によってこどもに加えられた行為の中で、こどもの心身を傷つ
け、健やかな成長発達を損なう行為。大きく４つ（①身体的虐待、②
育児放棄（ネグレクト）、③心理的虐待、④性的虐待）に分類される。 

児童相談所 

区市町村と適切な役割分担・連携を図りつつ、こどもに関する家庭そ
の他からの相談に応じ、こどもが有する問題又はこどもの真のニー
ズ、こどもの置かれた環境の状況等を的確に捉え、個々のこどもや家
庭に最も効果的な援助を行い、もってこどもの福祉を図るとともに、
その権利を擁護することを主たる目的として都道府県等に設置され
る行政機関。 

シニアクラブ 
老後の生活を健全で豊かなものにするため、ボランティア、健康の増
進、生きがいを高めるための活動等を行う団体。 

シニアステーション 
高齢者の元気維持・介護予防のための事業であり、高齢者の総合相談
窓口である地域包括支援センターとの強い連携により、相談から適切
なサービスへの切れ目のない支援を提供している。 

社会情緒的な成長発達 
自尊心や意欲など自己に関わる心や、他者との共感・思いやりなど社
会性に関わる心の育ち。 

社会的包摂（ソーシャル
インクルージョン） 

貧困や失業など様々な事情を背景に、社会から結果的に排除されてい
る人々の他者とのつながりを回復し、社会の相互的な関係性の中に引
き入れていこうという考え方。「社会的排除」の解消を表す言葉。 

社会連携 
コーディネーター 

大学や研究機関、企業、地域社会を結び付け、連携を通じて課題解決
や新たな価値創出をめざすコーディネーターのこと。 

288



 

住工の調和 
工業の発展を図りながらも住環境への影響にも配慮して、工場と住宅
が共存し、調和した環境を築くこと。 

重層的支援会議 
社会福祉法に基づき、一つの制度利用や支援機関だけでは解決が難し
い課題を持つ区民（世帯）に対して、関係支援機関が集まり、チーム
で支援する体制を検討する会議。 

重層的支援体制 
整備事業 

令和２年６月の社会福祉法の改正に伴い、地域住民の複雑化・複合化
した支援ニーズに対応する包括的な支援体制を構築するため、「包括
的相談支援」「参加支援」「地域づくり支援」を一体的に実施する事業
のこと。 

住宅確保要配慮者 
住宅確保要配慮者に対する賃貸住宅の供給の促進に関する法律第２
条で定められた低額所得者、被災者、高齢者、障がい者、子育て世帯、
その他住宅の確保に特に配慮を要する者をいう。 

住宅市街地総合 
整備事業 

既成市街地において、快適な居住環境の創出、都市機能の更新、美し
い市街地景観の形成、密集市街地の整備改善、街なか居住の推進、住
宅団地の再生、地域の居住機能の再生等を図るため、住宅等の整備、
公共施設の整備等を総合的に行う事業。 

重点整備路線 

「羽田の防災まちづくりの整備計画」において整備を進めている避難
や消防活動を円滑にするために重点的に拡幅整備をする道路。羽田
三・六丁目を南北に縦断する３路線が指定され、幅員６ｍへの拡幅整
備に取り組んでいる。 

修復型まちづくり 
地域コミュニティを壊さずにまちづくりを着実に進めるため、個別の
事情を尊重し、協力が得られたところから道路拡幅や、不燃化建替え
等の事業を推進するまちづくり手法。 

受益者負担 
公共サービスの提供を行うには、施設の維持管理費や人件費などの経
費が伴うため、サービスを利用する人（受益者）に応分の対価を負担
いただく考えのこと。 

主体的な学習 
学ぶことに興味や関心を持ち、自己のキャリア形成の方向性と関連付
けながら、見通しを持って粘り強く取り組み、自己の学習活動を振り
返って次につなげていくような学び。 

循環型社会 

第一に製品等が廃棄物等となることを抑制し、第二に排出された廃棄
物等についてはできるだけ資源として適正に利用し、最後にどうして
も利用できないものは適正に処分することが徹底されることにより
実現される、「天然資源の消費が抑制され、環境への負荷ができる限
り低減された社会」のこと。 

浚渫
しゅんせつ

 
水底の土砂や岩石をさらうことを意味し、河川では、主に川底にたま
った土砂やヘドロ等の堆積物を取り除くことをいう。 

省エネ 
石油や石炭、天然ガスなど、限りあるエネルギー資源を守るため、エ
ネルギーを無駄なく効率よく使うこと。「省エネルギー」の略。 

省エネ機器 

快適な生活を維持するためのエネルギーを消費する機器で、機能や効
用を保持しながらエネルギー消費が減少するもの。省エネ機器等助成
事業では、都市ガスから電気とお湯をつくる家庭用燃料電池（エネフ
ァーム）等のこと。 
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情操 
美しいもの、すぐれたものに接して感動する、情感豊かな心。道徳的・
芸術的・宗教的など、社会的価値を持った複雑な感情のこと。 

消費者力 

安全・安心かつ豊かな消費生活を送るために必要な情報を集め、その
集めた情報を活用し消費者自らが主体となってよりよい選択をする
力。また、消費者被害の防止・救済に向けて「気づく」「断る」「相談
する」という実践的な力。加えて、周囲をサポートし、エシカル消費
（地域の活性化や雇用なども含む、人や社会・環境に配慮した消費行
動）など社会への参画や共創・協働の当事者として地域に働きかけて
いける力。 

食育 
様々な経験を通じ、「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得
し、健全な食生活を実践できる人を育てること。 

食品ロス 

本来食べられるにもかかわらず廃棄される食べ物のこと。食品ロス
は、食品の生産、製造、販売、消費、廃棄等の各段階において発生す
る。食品ロス削減は、単に「まだ食べられるのにもったいない」だけ
ではなく、ごみ量の削減や廃棄処理に伴う温室効果ガス発生抑制など
多くの課題解決につながる。 

シルバー人材センター 
60 歳以上で、自らの能力や経験を活かした仕事をしたい方が会員と
なっている公益社団法人で、会員向けに短期又は軽易な就業の機会を
提供している。 

新空港線 

平成 28 年の交通政策審議会答申第 198 号に示された「国際競争力の
強化に資する鉄道ネットワークのプロジェクト」に位置付けられた鉄
道路線の１つ。 
区内の東西交通の移動利便性向上、沿線まちづくりへの寄与、羽田空
港及び都心部、埼玉方面へのアクセス強化などの効果が期待される。 

新耐震基準 昭和 56 年６月１日に導入された耐震基準。 

新耐震基準建築物 
への耐震化支援 

昭和 56 年６月１日から平成 12 年５月 31 日までに工事に着手した
２階建て以下かつ在来軸組工法の木造住宅のうち、耐震性に課題のあ
る住宅を対象にした支援。 

垂直避難 
浸水位よりも建物等の床が高く、浸水に対する安全性の高い場所に移
動すること。 

スカム 
川底に堆積した汚濁物質が、有機物の分解などによって発生する硫化
水素やメタンガスの浮力によって水面上に浮上したもの。 

スクールカウンセラー 
いじめ、不登校などの学校不適応の未然防止や解決を図るため学校に
配置され、児童・生徒の悩みの相談に応じるとともに、教員や保護者
に対して指導・助言を行う臨床心理に関する専門家。 

スクールソーシャル 
ワーカー 

社会福祉などの専門的知識、技術を活用し、問題を抱えた児童・生徒
を取り巻く環境に働きかけ、家庭、学校、地域の関係機関をつなぎ、
児童・生徒の悩みや抱えている問題の解決に向けて支援する専門家。 

図上訓練 

災害図上訓練は別名「ＤＩＧ（ディグ）※」とも呼ばれ、地図を用い
て災害対策を検討する訓練のこと。 
※Disaster（災害）、Imagination（想像力）、Game（ゲーム）の頭文字より、そう呼ば

れる。 
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スタートアップ 新しい技術等を有し、成長をめざす企業のこと。 

３
スリー

R
アール

 

「リデュース（Reduce：ごみの発生抑制）」、「リユース（Reuse：再
使用）」、「リサイクル（Recycle：再生利用）」の頭文字を取ったもの
で、「ごみを出さない」、「一度使って不要になった製品や部品を再び
使う」、「出たごみはリサイクルする」ことを指す。 

生活習慣病 
食事や運動、休養、喫煙、飲酒などの生活習慣が深く関与し、それら
が発症の要因となる疾患の総称。 

成年後見制度 

認知症等により判断能力が低下した高齢者や知的障がい者、精神障が
い者に、本人の契約や各種手続を法律面で支援するとともに、適切な
福祉サービスにつなげるなど生活面でも支援し、本人の権利や財産を
守る制度。 

生物多様性 

様々な生態系が存在すること、及び生物の種間・種内に様々な差異が
存在すること。今日、地球上には、多様な生物が存在するとともに、
これを取り巻く大気、水、土壌等の環境の自然的構成要素との相互作
用によって多様な生態系が形成されている。 

セルフケア 
職員自身がストレスや心の健康について理解し、自らストレスを予防
し軽減すること。あるいは対処すること。 

創エネ 
太陽光発電、水力発電、風力発電等により電気を自ら創ること。「創
エネルギー」の略。 

総合防災訓練 
大規模災害から区民の命と財産を守るために、区、防災関係機関、地
域住民等が相互に連携し、有事に際して即応できる体制の確立と、防
災意識の普及啓発を図ることを目的に実施する訓練。 

ソーシャルスキル 対人関係や集団行動を上手に営んでいくための技能のこと。 

ソリューション 
ビジネスシーンにおいては、企業が抱える課題や問題をシステムやノ
ウハウ、知見、人材などの様々な方法で解決することをいう。 

  

た行  

体感治安 刑法犯認知件数などでは測れない、区民の治安に関する認識のこと。 

体験型英語学習施設 

東 京 都 教 育 委 員 会 と 民 間 企 業 が 提 供 す る 「 TOKYO GLOBAL 
GATEWAY」のことで、児童・生徒が国内にいながらにして、海外で
生活しているようなオール・イングリッシュの環境の中で様々なプロ
グラムを体験しながら自身の英語の力試しをすることができる施設。
英語を使用する楽しさや必要性を体感し、学習意欲の向上に寄与する
ことを目的としている。 

耐震コンサルタント 
助成対象要件の現地調査及び申請者に対する耐震化助言・相談などの
業務に従事する区登録診断士。 

高台 浸水位よりも地盤や建物等の床が高く、浸水に対する安全性の高い場所。 

脱炭素 
人の活動に伴って発生する温室効果ガスの排出量と森林等による吸
収量を均衡させ、排出量を実質ゼロにすること。 

多文化共生 
国籍や民族などが異なる人々が、互いの文化的違いを認めあい、対等
な関係を築きながら、地域の中でともに暮らしていくこと。 
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食べきり応援団 

区内で「小盛メニュー」や「量り売り」等の実施により食品ロス削減
に取り組む飲食店、宿泊施設、食料品取扱事業者等を「大田区食べき
り応援団」として登録している。この取組を区として支援・ＰＲする
ことにより、事業者及び消費者への食品ロス削減に対する意識啓発に
つなげる。 

短期入所 
介護を行う方の疾病その他の理由により、居宅で介護を受けることが
一時的に困難になった場合に、指定の障がい者（児）施設などに短期
間入所して、必要な支援を受けること。 

男女共同参画 

男女がお互いに人権を尊重しあい、男性も女性も性別にかかわらず、
自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機
会が確保され、男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益
を享受することができ、かつ、ともに責任を担うこと。 

単独地中化 
各電線管理者が自らの費用で管路設備を敷設し、無電柱化する方式の
こと。管路等は道路占用物件として、電線管理者が管理する。 

地域共生社会 

平成 28 年６月に閣議決定された「ニッポン一億総活躍プラン」にお
いて示された考え方で、こども・高齢者・障がい者などすべての人々
が地域、暮らし、生きがいをともに創り、高めあうことができる社会
のこと。 

地域コミュニティ 地域における協働意識を持った住民による社会。 

地域づくり支援 
地域における活動の活性化等を通じた、多様な地域活動が生まれやす
い環境を整備する支援。 

地域包括ケアシステム 
高齢者等が、住み慣れた地域で自立した日常生活を送れるよう、医療、
介護、介護予防、住まい、生活支援を一体的に提供する仕組み。 

地域包括支援センター 
介護や生活支援が必要な高齢者等が住み慣れた地域で暮らし続けら
れるように、医療、介護、保健の専門職が連携してサポートするため
の相談機関。 

地域連携ネットワーク 
地域において、専門職団体や関係機関が連携体制を強化し、権利擁護
に関する支援の必要性や適切な支援内容の検討、支援等を専門的な観
点により多角的に行うネットワーク。 

蓄エネ 蓄電池等により電気を蓄えること。「蓄エネルギー」の略。 

中央図書館 
図書館サービス網の中核として地域図書館を統括するとともに、時代
の変化に応じたサービス向上に取り組めるよう、図書館全体を牽引し
ていくセンター的役割を持つ図書館。 

定時償還方式 特別区債の元金を毎年度償還していく返済方式のこと。 

デジタル化セミナー 
区がデジタル化の機運醸成を図るため中小企業向けに実施している
セミナーや講座等の呼称。 

デジタルデバイド 
情報通信技術を利用できる活用能力や活用機会の有無によって生じ
る格差のこと。 

電線共同溝 
設置及び管理を行う二以上の電力線、通信線等を収容するため道路管
理者が道路の地下に設ける施設のこと。 
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電動車 
動力源に電気を使う自動車のことで、例えば電気自動車、燃料電池自動
車、プラグインハイブリッド自動車、ハイブリッド自動車などを指す。 

特定空家 

空家等対策の推進に関する特別措置法第２条第２項に定められた、そ
のまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態
又は著しく衛生上有害となるおそれのある状態、適切な管理が行われ
ていないことにより著しく景観を損なっている状態その他周辺の生
活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態にある
と認められる空家等をいう。 

特定健康診査 

高齢者の医療の確保に関する法律に基づき、40～74 歳の方を対象と
して、保険者が実施することになっている健診。メタボリックシンド
ロームの対策が目的の一つとなっているために、俗に「メタボ健診」
と言われることもある。 

特定妊婦 
出産後の養育について出産前において支援を行うことが特に必要と
認められる妊婦（若年、傷病・障がい、妊婦健診未受診、望まない妊
娠などの理由で産前からの支援が必要な妊婦）。 

特別会計繰出金 
一般会計から特別会計に資金を繰り出す場合に、会計間の振替支出の
性格を持つ経費のこと。 

特別区交付金 
都及び特別区並びに特別区相互間の財源の均衡化を図り、特別区の行
政の自主的かつ計画的な運営を確保するため都が交付するもの。 

特別区債 
施設整備等の資金調達に伴い負担する債務（一会計年度を超えるも
の）、財政支出と財政収入の年度間調整や、住民負担の世代間の公平
のための調整を図ることを目的とするもの。 

都市計画 
適正な制限のもとに土地の合理的な利用が図られるべきことを基本
理念として、都市の健全な発展と秩序ある整備を図るための土地利
用、都市施設の整備及び市街地開発事業に関する計画。 

都市防災不燃化 
促進事業 

震災時の延焼防止と避難者の安全を確保するため、不燃化促進区域
（緊急に整備を図る地域として指定）内における耐火建築物・準耐火
建築物の建築に対して助成金を交付することにより、不燃化の促進を
図る事業。 
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な行  

仲間まわし 
（仲間まわしネット 
ワーク） 

金属加工において、切削、穴あけ、研磨、メッキなどの各工程を近く
の工場にまわして、発注された製品を納品できる、工場集積を特徴と
した大田区ならではのネットワーク。 

日本語学習支援 
ボランティア 

外国の方（成人程度以上）などの日本語学習等をサポートするボラン
ティアのこと。 

認知症高齢者 
グループホーム 

認知症の高齢者に対して、家庭的な環境と地域住民との交流のもと、
入浴・排せつ・食事等の介護など日常生活上の世話及び機能訓練を行
い、能力に応じ自立した日常生活を営めるようにする共同生活住居。 

認知症地域支援推進員 

各区市町村に配置され、自治体が進めている認知症施策の推進役、そ
して地域における認知症の人の医療・介護等の支援ネットワーク構築
の要役として、地域の特徴や課題に応じた活動を展開している。大田
区では、各地域包括支援センターそれぞれに配置されている。 

  

は行  

ハイブリッド型 
地域連携 

学校が主体となり、学校部活動の指導者パターン（①委託事業者、②
校外指導員・教員、③部活動指導員）を組みあわせて、地域の人材を
活用することにより、各学校の実態に合わせた地域連携を推進するこ
と。 

羽田エアポートライン 
株式会社 

新空港線整備事業（第一期整備：矢口渡～京急蒲田間）の整備主体と
なることを想定し、大田区と東急電鉄株式会社の出資により設立され
た会社。 

羽田空港跡地 

羽田空港の沖合展開事業及び再拡張事業の実施に伴い発生した跡地。
戦前までは行楽地として栄え、多くの人々が暮らすまちがあったが、
戦後には連合国軍の接収によりこの地に暮らす 3,000 人あまりの 
人々が48 時間以内に強制退去を強いられた歴史がある。現「HANEDA

ハ ネ ダ

 

GLOBAL
グ ロ ー バ ル

 WINGS
ウ イ ン グ ズ

」のこと。 

バリアフリー 
障がい者、高齢者などが社会生活を営む上で支障となる物理的、社会
的、制度的、心理的な様々な障壁を取り除くこと。 

被災者生活再建支援 
システム 

大規模災害時の住家被害認定調査やり災証明書の発行、被災者台帳の
整備など、生活再建支援につながる一連の業務を効率的に行うため、
区が導入している情報システム。 

被災者台帳 
大規模災害による被災後、被災者の援護を総合的かつ効率的に実施す
るため、住家の被害状況や、援護の実施状況などを記録する台帳。 

非常時優先業務 
大規模な災害時にあっても優先して実施すべき業務のこと。具体的に
は、応急対策業務や早期に開始が求められる優先度の高い復旧・復興
業務等のほか、業務継続の優先度の高い通常業務が対象となる。 

フードドライブ 
家庭でまだ食べられるのに捨てられてしまう未利用食品を区に持ち
寄り、地域の福祉団体や施設などに寄付する取組。 

福祉教育 
身の回りの人々や地域との関わりを通して、そこにどのような福祉課
題があるかを学び、その課題を解決する方法を考え、解決のため行動
する力を養うことを目的として行われる教育のこと。 

294



 

扶助費 
社会保障制度の一環として、生活困窮者の生活維持を図る目的で支出
される経費のこと。 

不燃化特区制度 

都内の木造住宅密集地域のうち、特に重点的・集中的に改善を図る地
区として東京都から指定された地区について、区と東京都が連携し、
建替え等の助成により不燃化を強力に推進して「燃え広がらない・燃
えない」まちづくりを進める制度。 

不燃領域率 
市街地の「燃えにくさ」を表す指標。建築物の不燃化や道路、公園な
どの空地の状況から算出し、不燃領域率が 70％を超えると市街地の
延焼による焼失率はほぼゼロとなる。 

フラットおおた 
様々な困難を抱えるおおむね 15 歳から 39 歳までのこども・若者及
びその家族を対象とした総合的な相談窓口に、居場所スペースを併設
した大田区若者サポートセンター。 

フレイル 

健康な状態と要介護状態の中間に位置し、身体的機能や認知機能の低
下が見られる状態のことを指すが、適切な治療や予防を行うことで要
介護状態に進まずに済む可能性がある。多くの方は、フレイルを経て
要介護状態へ進むと考えられているが、高齢者においては特にフレイ
ルが発症しやすい。「Frailty（虚弱）」の日本語訳。 

プレシニア 
シニアになる前の年齢層（おおむね 55 歳以上 65 歳未満）の中高年
者のこと。 

放課後こども教室 
小学校に通う児童の放課後の安全・安心な居場所づくりを推進するた
め、小学校内の施設を利用して勉強やスポーツ・文化活動、地域住民
との交流活動等の取組を実施する事業。 

防災広場 
密集改善や通行における視界の確保（クランク部分）、延焼防止、消防
活動場所の確保など防災性の向上に寄与する公共施設として整備して
いる広場。大田区においては、羽田地区を中心に整備を進めている。 

法指定踏切 
踏切道改良促進法に基づき、「改良すべき踏切道」として指定されて
いる踏切。 

ポストコロナ 
新型コロナウイルス感染症の拡大が収束した後の社会、経済、文化、
生活様式などを指す概念。 
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ま行  

マーケティング力 
商品が大量かつ効率的に売れるように、市場調査・製造・輸送・保管・
販売・宣伝などの全過程にわたって行う企業活動の総称。市場活動。
販売戦略。 

マイ・タイムライン 
風水害の発生に備えて、自分自身の家族構成や生活環境に合わせて
「いつ」「誰が」「何をするのか」をあらかじめ時系列で整理した避難
行動計画。 

マイナポータル 

行政機関が保有する自分の情報やそのやり取りの記録などをパソコ
ンや携帯端末を利用して閲覧することができる政府運営のオンライ
ンサービス。マイナンバーカードでログインし、個人ページを開設す
ることで利用可能。 

みどり 

大田区緑の基本計画グリーンプランおおたで用いる「みどり」は、樹
木、樹林、草地、草花などの「植物の緑」だけでなく、河川や海、池
沼などの「水辺空間」、さらには公園や広場、道路、学校などの「公
共空間」、家々の玄関先や庭、工場事業所、農地などの「民間の緑の
空間」に加え、そこに息づく様々な生き物、まちなかの歴史・文化資
源など、都市の環境、暮らし及び文化などを支える幅広いもの。 

みどり基金 
区民・事業者と連携し、「大田区らしさを表すみどり」の保全・活用
やグリーンインフラの事業推進など区内のみどりの魅力向上につな
げることを目的とした基金。 

みどり空間 公園・緑地や散策路など、豊かなみどりが整備されている空間のこと。 

民生委員 
厚生労働大臣の委嘱により、高齢者、障がい者、ひとり親家庭等の相談
に応じ、援助を行い、社会福祉の増進に努める方々。児童委員を兼ねる。 

沐浴 
新生児を大人とは別にベビーバスなどで洗い、感染予防や清潔保持を
目的として行う入浴方法。 

  

や行  

ヤングケアラー 
本来大人が担うと想定されている家事や家族の世話などを日常的に
行っているこどものこと。責任や負担の重さにより、学業や友人関係
などに影響が出てしまうことがある。 

ユニバーサルデザイン 
あらかじめ障がいの有無、年齢、性別、国籍等にかかわらず、多様な人々
が利用しやすいように考えて、都市や生活環境をデザインすること。 

要配慮者 

高齢者、障がいのある方、妊産婦、乳幼児・児童、日本語に不慣れな
外国人など、災害発生時に必要な情報の把握や一人で避難することが
難しく避難行動が遅れたり、慣れない避難生活による病状等の悪化の
可能性があるなど、避難生活などに配慮を要する人。 

  

ら行  

ライフサイクルコスト 建築物の企画・設計から解体までの間に発生する費用の合計のこと。 

ラインケア 
職員と日常的に接する管理監督者が、心の健康に関して職場環境の改
善や職員に対する相談対応をすること。 
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リーマンショック 
平成 20 年に米国の投資銀行リーマン・ブラザーズが経営破綻したこ
とをきっかけに起きた世界的な経済危機のこと。 

り災証明書 
地震、水害、風害など自然災害により住家に被害が生じた場合、申請
に基づき区が被害状況の確認のため現地調査等を行い、確認できた被
害の程度を証明する書類。 

リスキリング 新しい仕事の進め方や新たな知識・技術を習得すること。 

立体交差化 

鉄道や道路等が平面的に交差している箇所において、いずれかを高架
化又は地下化して立体的に交差する構造とすること。交通の円滑化を
図ることができ、また、鉄道と道路が交差していた箇所であれば、踏
切の解消が可能となる。 

リテラシー 知識や能力を活用する力。 

レセプト 
病院などが患者に対して治療を行った際、費用（医療費）を保険者に
請求するときに使用する書類のこと。病院などは受診した患者ごとに
毎月１枚作成する。診療報酬明細書のこと。 

ロジックモデル 
ある施策がその目的を達成するに至るまでの論理的な因果関係を体
系的に図式化したもの。 

  

わ行  

ワーク・ライフ・ 
バランス 

仕事と生活の調和のこと。豊かな人生を送るために、誰もがやりがい
や充実感を感じながら働き、仕事上の責任を果たす一方で、子育て・
介護の時間や、家庭、地域、自己啓発等にかかる個人の時間を持ち、
健康で豊かな生活ができるよう、仕事と生活の調和をさせていく考え
方のこと。 

  
アルファベット  

ＡＩ 
人工知能のことをいい、判断や予測などの人間が行う知的な作業をコ
ンピューター上で実現する技術。Artificial Intelligence の略。 

ＤＶ 

配偶者（同居の交際相手も含む）など親密な関係にある者、又は以前
親密な関係にあった者からふるわれる暴力のこと。身体的暴力のほ
か、精神的暴力、経済的暴力、性的暴力などもＤＶに含まれる。ドメ
スティックバイオレンス（Domestic Violence）の略。 

ＤＸ 
デジタル技術の浸透により、人々の生活があらゆる面でよりよいもの
に変化していくこと。デジタル・トランスフォーメーション（Digital 
Transformation）の略。 

ＥＢＰＭ 
合理的な根拠に基づいて政策を立案すること。Evidence-Based 
Policy Making の略。 

ＥＣサイト インターネットを利用した商取引サイト。 

HANEDA 共創 
プラットフォーム 

羽田という立地ポテンシャルを発揮し、新たな領域へチャレンジする
方々を支援するプロジェクトのこと。 
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羽田イノベーションシティや都市計画公園をはじめとした羽田空港
及び市街地との近接性を有する「第１ゾーン」と、羽田エアポートガ
ーデンやソラムナード羽田緑地など、国際線地区に直結する「第２ゾ
ーン」から成るエリアを指す。 

ＩＣＴ 
情 報 （ Information ） や 通 信 （ Communication ） に 関 す る 技 術
（Technology）の総称で、それぞれの頭文字を取ったもの。 

ＩＲ 

もとは民間企業が株主や投資家に対し、財務状況など投資の判断に必
要な情報を提供する活動全般を指す。近年は株主や投資家だけでな
く、顧客や地域社会等に対して、経営方針や活動成果を伝えることも
ＩＲのねらいの一つになってきている。Investor Relations の略。 

JOBOTA 
「大田区 生活再建・就労サポートセンター」の愛称。経済的に困窮
し、生活、仕事や住まいのことなど様々な課題を抱えた方のための無
料相談窓口。 

Minto フレンズ 

「おおた国際交流センター（Minto Ota）」のサポーターとして、大田
区の国際交流・多文化共生事業や Minto Ota の情報を、多様な媒体
を活用して身近な人に周知し、区の多文化共生を推進する方々。国際
交流・多文化共生の分野に興味・関心のある小学生以上の区民すべて
がサポーターとして活動できる。 

ＮＰＯ 
自発的、継続的に社会貢献活動を行う、営利を目的としない市民活動
団 体 や ボ ラ ン テ ィ ア 団 体 。 特 定 非 営 利 活 動 団 体 （ Non Profit 
Organization）の略。 

ＯＧＣルーム 
（海外体験ルーム） 

教室の壁面にプロジェクションマッピングを用いて海外の様々な場
面を映し出し、実際に海外にいるような没入感の中で、英語によるコ
ミュニケーションを学ぶことができる教室。 

ＰＦＩ 

ＰＰＰの代表的な手法の一つ。公共施設等の建設、維持管理、運営等
に民間の資金、経営能力及び技術的能力を活用することにより、効果
的・効率的な公共サービスの提供を図る方法。Private Finance 
Initiative の略。 

ＰＰＰ 
公民が連携して公共サービスの提供を行う手法のこと。Public 
Private Partnership の略。 

Recycle 廃棄物等を原材料やエネルギー源として有効利用すること。 

Reduce 
製品をつくる時に使う資源の量を少なくすることや廃棄物の発生を
抑制すること。 

Renewable 
再生可能な資源に替えること。例えば、プラスチック製の袋や容器を、
植物由来の素材で微生物により分解される性質も持つバイオマスプ
ラスチック製に替えることなどを指す。 

Reuse 使用済み製品やその部品等を繰り返し使用すること。 

SAPOTA 
「大田区 ひきこもり支援室」の愛称。ひきこもりの悩みを抱える本
人や家族のための相談窓口。 
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ＳＤＧｓ未来都市 

ＳＤＧｓの理念に沿った基本的・総合的取組を推進しようとする都
市・地域の中から、特に、経済・社会・環境の三側面における新しい
価値創出を通して持続可能な開発を実現するポテンシャルが高い都
市・地域として選定される内閣府の制度。 

ＳＮＳ 
インターネット上で社会的ネットワークを構築可能にするサービス。
ソ－シャルネットワーキングサービス（Social Networking Service）
の略。 

ＳＴＥＡＭ教育 

科学（Science）、技術（Technology）、工学（Engineering）、芸術・
リベラルアーツ（Arts）、数学（Mathematics）の頭文字をとった略
語で、各教科での学習を実社会での問題発見・解決に活かしていくた
めの教科等横断的な教育。 

ＶＬＰ 

児童・生徒がタブレット端末等により自分で選んだキャラクターを操
作し、コミュニケーションを図ることができる、３Ｄメタバース空間
により構築されたバーチャル空間のこと。バーチャルラーニングプラ
ットフォーム（Virtual Learning Platform）の略。 

ＺＥＢ 

快適な室内環境を実現しながら、建物で消費する年間の一次エネルギ
ーの収支をゼロにすることをめざした建物のこと。省エネによって使
うエネルギーを減らし、創エネによって使う分のエネルギーをつくる
ことで、エネルギー消費量を正味でゼロにする。Net Zero Energy 
Building の略。 
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